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１ 計画の趣旨、現状  

（１）計画の趣旨  

本市では、「各務原市総合計画」や「各務原市教育大綱」の基本理念を継承

し、教育を取り巻く新たな課題に対応しながら、本市の教育を一層推進してい

くための指針として「第４期各務原市教育ビジョン」（各務原市教育振興基本

計画）を策定し、教育の振興に関する施策を総合的・計画的に推進していると

ころである。計画の基本となる「基本理念」「基本方針」は、次のとおりであ

る。 

１ 基本理念 

   もっとみんながつながる笑顔があふれる元気なまちへ 

     ～心豊かで自分らしく輝けるひとを育む～ 

２ 基本方針 

 Ⅰ みんなで心豊かな子どもたちを育みます 

地域社会全体で子どもを守り、未来を担う子どもたちが学び、心豊か

でたくまし く成長することができる教育環境の整備を推進します。 

 Ⅱ みんなが輝き彩りのある社会教育活動を推進します 

文化芸術、スポーツ、学びを通して個性や可能性を広げ、一人ひとり

が自分らしく輝ける機会、活動を促進します。 

 

この基本理念を実現するには、教育職員が児童生徒一人ひとりに未来の礎と

なる力を育むとともに、児童生徒一人ひとりの可能性を最大限に引き出す教育

活動に専念できる環境を整えることが重要であり、その基盤となるのが「教育

職員の働き方改革」である。そこで、公立の義務教育諸学校等の教育職員の給

与等に関する特別措置法第８条に基づき、これまでの取組の成果と課題を踏ま

えながら｢各務原市立学校の教育職員に関する業務量管理・健康確保措置実施

計画｣を策定する。  

 

（２）本市の現状  

本市では、令和２年３月に、所管に属する学校の教育職員の在校等時間の上

限に関する方針として、「各務原市立教育職員の業務の量の適切な管理その他

教育職員の健康及び福祉の確保を図るために講ずべき措置に関する規則」(以

下「規則」という。)を定め、人的配置や物的環境整備の視点から教育現場の

負担軽減を目指した取組を推進してきた。  

こうした取組の結果、本市における教育職員の時間外在校等時間等の状況は

以下のとおりであった。  
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■時間外在校等時間の状況 ＊各務原市教育委員会調べ  

 【月あたりの平均時間外在校等時間】 

年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

小学校 ４０時間３０分 ４１時間２７分 ３８時間２３分 

中学校 ４８時間３０分 ４７時間２７分 ４０時間３０分 

平均 ４４時間３０分 ４４時間２７分 ３９時間２６分 

 

 【時間外在校等時間が月８０時間を超える教育職員の割合】 

年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

小学校 ５．４％ ５．７％ ４．３％ 

中学校 １３．２％ １１．８％ ７．１％ 

全体 ８．３％ ８％ ５．４％ 

 

 【時間外在校等時間が月４５時間超８０時間未満の教育職員の割合】 

年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

小学校 ３５．８％ ３６．６％ ３１．４％ 

中学校 ４５％ ３９．２％ ３２．５％ 

全体 ３９．２％ ３７．６％ ３１．８％ 

 

■心身の健康の状況 ＊ストレスチェック（公立学校共済組合）  

 【高ストレス者の割合】 

年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

割合 １０．０％ ８．３％ ７．６％ 

 【心理的・身体的な仕事の負担度（令和７年度）】 

項目 心理的な仕事の負担

（量） 

心理的な仕事の負担

（質） 

自覚的な身体的負担度 

値の範囲 ３～１２ ３～１２ １～４ 

全国（基準値） ７．９ ８．０ ２．０ 

各務原市 ８．９ ９．０ ２．８ 

時間外在校等時間は減少傾向にあるものの、規則に定める時間外在校等時間

の上限（原則：月４５時間）を超える教育職員の割合は、約３２％、月８０時

間を超える教育職員の割合は小学校約４％、中学校約７％にのぼっている。  

また、「高ストレス者の割合」は減少傾向にあるが、令和７年度の「心理的

な仕事の負担」は（量）（質）ともに、全国の基準値に対して１ポイント負担

度が高く、対処が困難な児童生徒への対応や事務的業務の量が大きなストレス
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要因となっていることも明らかになった。  

この状況を鑑み、学校及び教育職員が本来の業務に専念できる環境整備を加

速させていく必要がある。  

 

２ 目標  

（１）時間外在校等時間に関する目標  

・時間外在校等時間の上限を超えて勤務する教育職員を０にする。  

 

＜時間外在校等時間の上限方針＞  

原則※２として次に掲げる範囲内とする。  

① １箇月について４５時間  

② １年について３６０時間  

※２児童生徒等に係る臨時的な特別の事情により業務を行わざるを得ない場合

は次に掲げる範囲内とする。  

① １箇月について１００時間未満 

② １年について７２０時間  

③ １箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１箇月、２箇月、３箇

月、４箇月及び５箇月の期間を加えたそれぞれの期間における１箇月あた

りの平均時間について８０時間  

④ １年のうち１箇月における正規の勤務時間以外の時間において４５時間を

超えて業務を行う月数について６箇月 

 

（２）ワーク・ライフ・バランスや働きがい等に関する目標  

教育職員のストレスチェックにおける高ストレス者の割合を０％にすること

を基本目標とした上で、まずは前年度の数値を下回るようにする。   

 

３ 計画の期間  

本計画は、令和８年度を初年度とし、令和１１年度までを対象期間とする。

なお、本計画は、この期間内においても、制度の改正や学校を取り巻く社会情

勢の変化等により、見直し変更する場合がある。  

 

４ 実施する業務量管理・健康確保措置の内容  

本市では、本計画期間中の重点事項として、以下の内容に取り組む。  
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（１）「学校・教師が担う業務に係る３分類」を踏まえた業務の見直し  

□ 学校以外が担うべき業務  

① 登下校時の通学路における日常的な見守り活動等  

・登下校時及び休み時間等における見守りを行う「通学路見まもり隊」のボ

ランティアを募集し、学校と連携する。  

・教育職員、通学路見まもり隊等から成る「通学路見まもり隊交流会」にお

いて、登下校に係る情報共有を図る。  

・凶悪事件の未然防止を目的とした民間協力拠点「子供１１０番の家」の登

録依頼、関係機関と連携した通学路の再確認と危険箇所対策、｢各務原市通

学路交通安全プログラム」に基づく取組等、様々な安全対策を実施する。  

 

② 放課後から夜間等における校外の見回り、児童生徒が補導された時の対応  

・放課後から夜間における見回りについては、警察が行っている見回りに委

ねることとし、学校における自主的な見回りは原則行わないこととする。  

・補導された児童生徒の引取りについては、保護者が第一義的な責任を負う

ことを、保護者や警察と認識共有する。  

 

③ 学校徴収金の徴収・管理  

・すでに公会計化している学校給食費を除く徴収金について、業務効率化を

実現する仕組みの構築を検討する。  

 

④ 保護者等からの過剰な苦情や不当な要求等の学校では対応が困難な事案へ

の対応  

・学校に対する過剰な苦情や不当な要求に適切に対応できるよう、具体的な

対応方法等を示した「学校に対する過剰な苦情や不当な要求への対応マニ

ュアル」（岐阜県教育委員会策定）を周知するとともに、不当要求防止に

関する講習会等を紹介し、受講を奨励する。  

・迷惑電話等に対応できるよう、通話録音装置及びナンバーディスプレイ付

電話機を各学校に配備していく。  

・学校を取り巻く多様で複雑な課題に適切に対応できるよう、スクールソー

シャルサポーター（ＳＳＳ）による助言や弁護士による法的助言を受けら

れる相談体制を整備する。  
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□ 教師以外が積極的に参画すべき業務  

⑤ 調査・統計等への回答  

・市が学校に対して定期的に行っている調査や、作成を求めている各種計画

について、継続的に見直しを行う。また、提出に当たっては可能な限り統

合型校務支援システム等の機能を活用することにより事務負担を軽減する。  

 

⑥ 学校の広報資料・ウェブサイトの作成・管理  

・デジタル連絡システムを活用し、保護者への連絡等の事務負担を軽減す

る。  

 

⑦ ＩＣＴ機器やネットワーク設備の日常的な保守・管理  

・情報管理担当の事務局職員が中心に対応しつつ、業務委託のＩＣＴ支援員

と連携し負担を軽減する。  

 

⑧ 水泳授業の学校プールや体育館等の施設・設備の管理  

・学校プールの管理業務の負担軽減を図るため、水泳授業の民間事業者への

委託を検討する（一部の学校は委託済み）。  

・体育館等の地域開放施設の管理業務について、令和９年度に向けて電子化

する。  

 

⑨ 校舎の解錠・施錠  

・引き続き、全教育職員による輪番制等で校舎の解錠・施錠業務を行うとと

もに、夜間・早朝は自動警備装置による機械警備を実施する。  

 

⑩ 児童生徒の休み時間における安全への配慮  

・休み時間の時間帯に応じた安全点検等の必要な措置を事前に講じた上で、

特定の教育職員に負担が偏らないよう、全教育職員による輪番制や学習支

援員等との協働により負担軽減を図る。  

 

⑪ 校内清掃 

・児童生徒の校内清掃は、回数・範囲・時間等の合理化を促進する。 

 ・授業等の業務に付随して行う日常点検としての清掃について、すべての教

師が毎日行うのではなく、輪番制の導入や教員業務支援員の活用等によ

り、教師の負担を軽減する取組を促進する。 
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⑫ 部活動  

・地域展開担当の事務局職員を中心に、関係部局と連携を図りながら部活動

の地域展開を進める。  

・令和８年度から、休日の部活動は地域展開を実施する。平日の部活動につ

いては、活動時間等の適正化を図るとともに、地域展開について継続的に

検討する。  

・教育職員が地域クラブ活動に従事する場合の兼職兼業の手続について周知

する。  

 

□ 教師の業務だが、負担軽減を促進すべき業務  

⑬ 給食の時間における対応  

・食物アレルギー等の対応については、組織的に把握し、該当献立提供時に

は学級担任以外の教育職員も留意して対応することで負担を軽減する。  

 

⑭ 授業準備  

・学習プリントの印刷等を行う教員業務支援員（スクール・サポート・スタ

ッフ）を各学校に配置するとともに、研修会を通じて教員業務支援員の活

躍を幅広く共有し、更なる活躍を促進する。  

・教育ＤＸの活用により、教育職員が作成した教材や指導資料を効率的に共

有できる仕組みを整備し、教育職員間での活用を促進することで負担軽減

を促進する。  

・業務効率化に資する教育ＤＸの効果的な活用について、引き続き検討す

る。  

・各小学校にサイエンスアシスタントを配置し、理科実験の準備や片付け、

理科室の環境整備を行うことで負担を軽減する。 

 

⑮ 学習評価や成績処理  

・統合型校務支援システム等を活用し、授業準備、成績処理等に関する事務

負担を軽減する。  

 

⑯ 学校行事等の準備・運営  

・学校行事で使用する資料・資材の簡素化、複数年活用等の工夫による負担

軽減を図るとともに、準備・運営に当たっては、教員業務支援員等との連

携や準備の簡素化、省力化等を促進する。  

・市長部局が主催する体験活動や講座等の情報を効果的に提供し、学校現場

における情報収集等の負担を軽減するとともに、児童生徒が多様な学びに
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触れる機会を拡充する。  

 

⑰ 進路指導の準備 

 ・進学に関する書類について、校務支援システムの導入や様式の簡素化、統

一化を推進する。 

 

⑱ 支援が必要な児童生徒・家庭への対応  

・スクールカウンセラー、スクールソーシャルサポーター、教育相談員、医

療的ケア看護師、外国人巡回相談員（通訳）等、多様な専門人材を配置す

る。  

・教育相談担当の教育職員や教育相談員、スクールカウンセラー等を対象と

した専門研修を実施し、学校における支援体制を強化する。  

・支援が必要な児童生徒・家庭が一人で悩みを抱え込まず、前向きに生活す

ることができるよう、事務局内に相談窓口「教育センター“すてっぷ”」

を設置・運用するとともに、外部機関の相談窓口も含め、更なる周知を図

る。  

・児童生徒の学習活動を支援する会計年度任用職員である「学習支援員」

「夢づくり講師」を配置する。  

・本市の重層的支援体制整備事業を生かし、福祉部局と連携・協働しなが

ら、学校を支える仕組みを一層整備する。  

 

（２）学校における措置の推進  

学校経営構想に働き方改革に関する内容を盛り込み、地域や保護者と現状を

共有することで、相互理解を深める。また、学校運営協議会を活用し、地域や

保護者との連携を図りながら、働き方改革に向けた具体的な取組を推進する。  

管理職は、日常的なコミュニケーションを通じて、各業務に費やす時間配分

の仕方、優先順位の付け方、書類等の整理の仕方、学校内外のリソースやネッ

トワークを生かした教材研究の仕方、専門性向上のための自己研鑽の仕方とそ

の時間の生み出し方等、実現・持続可能な業務の進め方について意見交換を行

う。さらには、教育職員の働き方改革を積極的に評価するなど、意識の醸成に

努める。  

管理職は、把握した教育職員の勤務状況を踏まえ、一部の教育職員に業務が

集中しないよう、業務の平準化・効率化を図る。  

学校の教育課程における年間総授業時数や週当たり授業時数については、年

度当初の計画段階で真に必要な時数となるよう設定する。特に、標準授業時数
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を大幅に上回って編成されている場合には、指導体制に見合うものとなるよう

見直す。  

児童生徒の登校時刻については、地域の状況や実情を十分に考慮したうえ

で、児童生徒の安全確保と教育職員の勤務時間に配慮しながら、適切に設定す

る。  

当初のねらいが形骸化し十分な効果が見込めない活動の見直し、放課後の活

動時間の勤務時間内での設定等、日課表を工夫する。  

学校行事について、その目的や教育的効果を踏まえた精選と重点化を継続的

に進める。  

 デジタル技術の活用により、職員間における情報共有のデジタル化や服務管

理等の校務の効率化を推進する。  

 

（３）教育職員の健康及び福祉の確保に関する取組  

事務局内にハラスメント等について相談できる窓口を設置・運用することと

し、電話、手紙、ＦＡＸ及び電子メール等、方法を問わず相談を受けられる体

制を整備する。  

 ハラスメント等に関する相談により把握した事案については、事務局内にお

いて、個々の事例に即して必要な対応や支援等を検討し、学校に対して指導・

助言するなど、事務局が学校と協力して適切・迅速な解決を図る。  

 各学校に設置する安全衛生委員会を機能させ、教育職員の健康診断やストレ

スチェックの実施状況等を把握した上で、教育職員の健康障害の防止及び健康

の保持増進に向けた取組を充実させる。  

 １箇月時間外在校等時間が８０時間を超える教育職員は、健康管理医等と面

談を行うよう働き掛けを徹底する。  

 ストレスチェックの実施を徹底し、また、高ストレスと判定された教育職員

は、健康管理医と面談を行うよう働き掛けを徹底する。  

 ノー残業デーを年１０日以上設定するとともに、長期休業期間中に緊急時の

連絡体制を確保したうえで、一定期間の一斉学校閉庁日を設定する。  

 勤務時間のスライド及び１年単位の変形労働時間制等の勤務時間制度の活用

について周知する。  

 事務局内にメンタル不調等に関する相談窓口を設置・運用することとし、必

要に応じて健康管理医等から指導・助言を受けられる体制を整備するととも

に、外部機関が提供する相談窓口についても周知を一層進める。  

 夏季休業期間中に「一斉閉庁日」を設定し、教育職員が計画的に年次有給休

暇を取得できる環境を整える。  
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 年次有給休暇について、まとまった日数を連続して取得できるよう、学校に

対して取得を促進する。  

 夏季や春季の長期休業期間を延長し、年次有給休暇を取得できる環境を整え

る。  

 

５ 関連する取組、今後のフォローアップについて  

 取組の着実な実行を図るため、各学校の教育職員の時間外在校等時間の状況

を把握し、毎年度、市のＨＰで公表するとともに、定例の教育委員会会議及び

総合教育会議において報告することとする。  

 学校での児童生徒等の支援に当たる医療・福祉に関する人材の確保に当た

り、関係部局・関係機関とともに取り組む。  

 時間外在校等時間にかかる目標の達成状況については、各学校に配備してい

る出退勤管理システムで把握し、その他の目標については、ストレスチェック

の結果から把握する。  

 事務局において、本計画の内容に照らして課題が見られるときは、当該学校

に対して個別の支援・指導を実施する。特に、時間外在校等時間が長時間とな

っている教育職員がいる学校や、業務の持ち帰りや休憩時間の確保が課題とな

っている学校、業務の偏りを解消する必要がある学校に対しては、当該年度中

にも速やかに状況が改善されることを目指す。  

 管理職を対象とした労務管理や協働的で健全な学校経営等に関する研修を充

実するとともに、市内の優れた取組を幅広く共有するなど、事務局からの支援

を強化する。  

 学校においては、校長をはじめとした管理職のリーダーシップのもと、学校

運営協議会を活用し、地域や保護者の理解・協力を得ながら、「学校・教師が

担う業務に係る３分類」に基づく取組の徹底等、学校や教育職員が担ってきた

業務の削減や役割分担の見直しを進める。  

 

 


